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S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社 
 
 

特定行為の種類及び利益相反回避措置の概要 
 
 
特定行為の種類 
 

1. S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社（以下「当社」）および格付担

当者とその近親者による格付関係者の発行する有価証券の保有、および格付関係者

が発行する有価証券又は当該格付関係者に関するデリバティブ取引に関する権利の

保有 
 

2. 格付関係者による当社への融資（債務の保証および担保の提供を含む。以下同じ） 
 

3. 格付関係者による当社の 5％以上の議決権の保有 
 

4. 格付関係者が当社の発行する証券の引受人である場合 
 

5. 格付担当者による格付関係者からの金品や接待、便宜等の交付を受け、その交付を

要求し、又はその交付の申込みを承諾する行為 
 

6. 格付担当者が格付関係者の役員又はこれに準ずるものに就くことを働きかける行為 
 

7. 当社の従業員が離職後格付関係者の役員またはこれに準ずるものに就いた場合 
 

8. 格付関係者からの信用格付業務に対する手数料の受領 
 

9. 関連業務に対する手数料の受領 
 

10. 格付担当者の近親者が格付関係者である場合 
 

11. 格付担当者による格付関係者への次に挙げる助言行為 
 
A 法人、当該法人が発行する有価証券又は当該法人に対する債券の信用状態の評

価が信用格付の対象となる事項である場合における当該法人の組織形態並びに主要

な資産及び負債の構成 
 
B 金融商品又は法人の信用状態に関する評価が信用格付の対象となる事項である

場合における当該金融商品又は当該法人の設計に関する重要な事項 
 
以上については、格付関係者からの求めに応じ、当該格付関係者から提供された情

報又は事実が信用格付の付与に与える影響について、格付付与方針等及びこれに関

連する事項に基づき説明をした場合は含まない。 
 

12. 格付担当者による格付手数料交渉への参加 
 

13. 格付担当者による信用格付業務および関連業務に関する営業活動への関与 
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利益相反回避措置の概要 
 
 

1.   従業員の有価証券取引 
 

当社の従業員（格付担当者を含む。）による有価証券取引（デリバティブ取引を含

む）に関する方針の概要は次の通りである。 
A. 従業員およびその近親者による有価証券取引は上司およびコンプライアンス部の事

前承認を必要とする。 
B. 従業員およびその近親者の保有有価証券の内容を従業員がコンプライアンス部に報

告しなければならない。 
C. 従業員はその職責に応じて４段階のレベルが定められ、レベルによって取引が認め

られる有価証券の範囲は異なる。 
D. 従業員による以下の取引は禁止されている。 

a. 非公開情報に基づく取引 
b. 上場企業の発行済み株式の１％以上の保有 
c. 競合する格付会社が発行する有価証券の保有 
d. 30 日以内の短期売買 

 
2．格付委員会 

 
当社ではすべての格付委員会の開始時に委員会議長が全参加者に利益相反がないこと

を確認し、該当者がいる場合は退席を求める等の措置を行い、また必要な場合にはコ

ンプライアンス部に報告し、コンプライアンス部は法務部と協力のうえ利益相反解消

および開示のための適切な措置をとる。 
 
3．当社と格付関係者等との間の利益相反 
 

当社ではすべての格付委員会の開始時に議長が、主担当格付アナリストとその知識の

限りにおいて当社と格付関係者等との間の利益相反がないことを確認することを義務

付けている。 
 
4.   格付担当者による格付手数料交渉への参加の禁止 
 

当社は格付担当者による次の行為を禁止している。 
1. 格付手数料に関する交渉への関与 
2. 格付業務に関する営業活動への関与 
3. 信用格付活動の公正性が損なわれる恐れのある格付手数料および格付業務の市

場占有率に関する情報の取得 
 
5.   贈答品と接待 
 

当社は格付担当者が格付関係者から 3,000 円相当を超える現金、贈答品又は接待の交付

を受け、その交付を要求し、又はその交付の申込みを承諾する行為を禁止している。

また、3,000 円相当以下であっても、金品又は接待を受領した場合はコンプライアンス

部への報告を義務付けている。 
 
6.   格付担当者の就職活動 
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当社は、格付担当者による格付関係者の役員又はこれに準ずるものに就くことを働き

かける行為を禁止している。 
 

7.  格付関係者への転職 
 

当社は格付担当者が格付関係者の役員またはこれに準ずるものに就いた場合において、

当該格付関係者が利害を有する事項を対象とする信用格付の妥当性を検証するために

講じる措置を定めている。 
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S&P、外部サービス提供者、およびその取締役、執行役員、株主、従業員あるいは代理人（以下、総称して「S&P 関係
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示または黙示にかかわらず、本コンテンツについて、特定の目的や使用に対する商品性や適合性に対する保証を含むい

かなる事項について一切の保証をせず、また、本コンテンツに関して、バグ、ソフトウエアのエラーや欠陥がないこと、
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においても更新する義務を負いません。本コンテンツの利用者、その経営陣、従業員、助言者または顧客は、投資判断

やそのほかのいかなる決定においても、本コンテンツに依拠してはならず、本コンテンツを自らの技能、判断または経
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手段によっても配布されます。信用格付手数料に関する詳細については、www.standardandpoors.com/usratingsfees 

に掲載しています。 

 


